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学びを将来につなぐM a k e  P o l i c y , B u i l d  t h e  F u t u r e

社会について幅広く学び、
実情を知るために行動した経験が
高く評価されました。

将来テレビ局で報道の仕事をしたいと思い、社会に関する知
識を幅広く学べる本学部に進学しました。在学中は、授業で日
本の第一次産業が後継者不足などの危機に瀕していると知っ
て、各地の酪農家の方々に直接話をうかがいました。この経験
で得た考え方や姿勢は、就職活動でも高く評価していただけ
ました。今後はアナウンサーとして各地を飛び回り、人知れず
努力を続けている方々の姿を伝えたいと思います。

德田 聡一朗さん

2020年3月卒業
株式会社フジテレビジョン 勤務

2020年4月からアナウンサーとして
勤務しています。

国税専門官として働くことを
めざすきっかけは在学中の
政策公務セミナーでした。

税務署の職員として法人への税務調査を行っています。私は在学
中、政策創造学部が開催する政策公務セミナーに参加して、実際
に公務員として働いている先輩方の話をうかがうことができまし
た。現場の生の声を聞くことで自分の将来を考えるようになり、国
税専門官をめざすモチベーションをもらいました。今はまだ発展
途上ですが、税金のプロフェッショナルとして、国税庁の理念であ
る「適正かつ公平な賦課及び徴収の実現」に貢献していきます。

五味 雄大さん

2022年3月卒業
国税庁 大阪国税局 勤務

税金のプロフェッショナルとして、
法人への税務調査を行っています。

地域が抱える課題への
関心を深め、将来を見据えて
学ぶことができました。

大学で何を学ぶか絞りきれなかったため、選択肢の幅が広
い本学部に入学。学びを進めるなかで、少子高齢化、まちづ
くり、地域産業戦略といった地域の課題に関心が高まり、
地方公務員をめざす意志がさらに強まりました。また政策
公務セミナーにおいて、公務員試験合格者のお話を聞けた
ことが大きな励みに。多くの経験談やアドバイスをいただ
いたことで、モチベーションを高めることができました。

西本 咲貴さん

2021年3月卒業
奈良県庁 勤務

総合職（行政）として、県民の方が
暮らしやすいまちづくりに取り組みます。

　「政策」とは、多くの人に関わる社会的な問題の解決策で
す。政策創造学部は、問題を自ら発見することができ、その
問題の解決策を創り出し、さらにその解決策を実行できる
ような人材を育成する学部です。新型コロナウイルス感染症
の問題が示しているように、たいていの社会的な問題は複
雑であり、その解決は「やっかい」です。たとえば、感染防止
をどうするかは、経済活動の維持の問題と切り離しては考え
られません。さらに、この2つはしばしば相対立します。政策
創造学部では、社会の複雑な問題を解決することに関係す

るさまざまな学問分野、たとえば政治や経済、経営や法律など
を学びます。加えて、1年次からはじまる少人数ゼミや、国際教
育プログラム、公務員をめざす学生にも役立つ政策公務セミ
ナーなど、特色ある取り組みも積極的に行っています。
　問題の解決策としての「政策」を創り出す能力や経験は、み
なさんが将来どのような分野に進んでも必ず役に立つもので
す。政策創造学部はバラエティに富んだ授業や演習、優れたス
タッフ、そして良好な学習環境を用意して、みなさんをお待ちし
ています。

岡本 哲和 教授政策創造学部長
社会問題の発見とその解決に向けて
― 複雑で変化の激しい世界に対応できる人材の育成 ―

メディアによる地域活性化を
ゼミ活動で実践し、
現在につながる軸ができました。

ゼミ活動では東日本大震災の被災地の取材や情報発信を行っ
たほか、コミュニティFMラジオ局と連携して地域の商店街の情
報発信も経験。ゼミのリーダーを任せていただいたことが、大き
な成長と自信を得ることにつながりました。メディアをめぐる活
動でやりがいや楽しさを実感したことが、「メディアを通じて社
会に貢献する」という現在の仕事の軸になりました。今後もコン
サルティングという仕事を通して成長を目指します。

下前田 輝さん

ヤフー株式会社 勤務

飲食予約サービスのコンサルティングを
担当しています。

2015年3月卒業

卒業生メッセージ 公務員や民間企業など幅広い業界で活躍し、
挑戦を続ける卒業生からのメッセージをご紹介します。

学部長メッセージ 関西大学 政策創造学部をめざすみなさんへ

建設業

積水ハウス不動産関西、三井不動産リアルティ

ＪＥＲＡ、四国電力電気・ガス・
熱供給・水道業

全国健康保険協会、日本年金機構その他

不動産業・
物品賃貸業

ＡＮＡ関西空港、上組、商船三井、西濃運輸、西日本旅客鉄道（ＪＲ西日本）、日鉄物流、日本郵便、三菱倉庫

旭化成ホームズ、一条工務店、奥村組、きんでん、五洋建設

関西みらい銀行、紀陽銀行、京都銀行、近畿労働金庫金融業・保険業

国家公務員一般職、国税専門官、愛媛県職員、大阪府職員、京都府職員、奈良県職員、兵庫県職員、和歌山県職員、
大阪市職員、京都市職員、吹田市職員、大阪府教員、大阪府警察官

情報通信業

エン・ジャパン、オリエンタルランド、ＪＴＢ、ディップ、船井総合研究所

卸売・小売業

問題を発見してその解決策としての政策を
デザインし、実現する能力をもつ“高度公共
人材”を養成。地域環境とアジア社会経済
の発展、地域活性化政策などの問題を取り
上げ、学際的かつ多面的に学修し、より実
践的な政策課題に取り組みます。

ガバナンス研究科とは？

公的な問題の発見・解決に向けて、
政策を立案・実行できる
「高度公共人材」を養成

政策創造学部では、大学院ガバナンス研究科への進学を強く希望する学生
のために、卒業に必要な単位を優秀な成績で修得したと認めた学生に対し、
3年の修学期間をもって卒業を認め、学士の学位を授与する早期卒業制度
を設けています。

▶「早期卒業制度」

大学院への強い進学意欲をもつ学業成績優秀な学部4年次生（原則）に
対して、より高度な勉学の機会を与えるとともに、大学院進学後の研究活
動により多くの時間を充てることを目的とした制度です。

▶大学院授業科目の履修制度

就職先の一例（2023年3月卒業生実績）

※原則として業種別、50音順で記載しています。

ＩＨＩ、伊藤園、イトーキ、エレコム、オカムラ、沖電気工業、川崎重工業、京セラ、神戸製鋼所、サッポロビール、シャープ、
ジョンソン・エンド・ジョンソン、ＳＵＢＡＲＵ、住友重機械工業、積水化学工業、象印マホービン、大建工業、ＴＤＫ、ディスコ、
デンソーテン、凸版印刷、トヨタ自動車、日本電気（ＮＥＣ）、日本発条、日立製作所、日立造船、
富士フイルムビジネスイノベーション、堀場製作所、三ツ星ベルト、ミネベアミツミ、村田製作所、山崎製パン、レゾナック

教育・広告・
その他サービス業

就職率 製造業

21.6%

教育・広告・
その他サービス業

15.3%卸売・
小売業

14.7%
情報
通信業

11.8%

金融業・保険業 10.1%

不動産業・物品賃貸業 3.2%
建設業 4.9%

運輸業・郵便業 5.8%
0.9%その他

電気・ガス・熱供給・水道業 1.1%

公務員・
公立学校教員 10.6%

就職実績 政策創造学部の卒業生が活躍する分野は多岐にわたっています。

大学院［ガバナンス研究科］

製造業

公務員・
公立学校教員

運輸業・郵便業

イオンリテール、因幡電機産業、岩谷産業、加藤産業、ＪＦＥ商事、ニトリ、阪和興業、ファーストリテイリンググループ、
富士フイルムビジネスイノベーションジャパン、フルサトグループ、リコージャパン

ＳＣＳＫ Ｍｉｎｏｒｉソリューションズ、ＮＴＴデータＳＭＳ、ＮＴＴドコモ、大塚商会、オービック、京セラコミュニケーションシステム、
コナミグループ、さくらインターネット、システムリサーチ、ＴＢＳスパークル、東京海上日動システムズ、
日本ビジネスデータープロセシングセンター、日立ソリューションズ・クリエイト、富士ソフト、富士通エフサス、ベネフィット・ワン、
楽天グループ
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